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公立大学法人都留文科大学の平成２５年度に係る業務の実績に関する評価結果 

 

Ⅰ  評価実施の根拠法 

    地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第 30 条 

 

Ⅱ  評価の対象 

  平成２１年６月１日に市長が認可した法人の中期計画（計画期間：平成 21 年度～平

成 26 年度）における平成２１年度から平成２５年度までの進捗状況及び平成２６年度

までの達成見込みに対する評価 

 

Ⅲ  評価の目的 

  公立大学法人都留文科大学（以下「法人」という。）が行った現行の中期目標期間の

経過年度の中期目標の達成状況についての総合的な自己点検・自己評価に対し、都留市

公立大学法人評価委員会が、中期目標の中間評価を行うことにより、中期目標達成に向

けて、課題を明らかにし、法人が中期目標を達成していくための方策を検討していくこ

とや、都留市及び大学が次期中期目標及び次期中期計画の検討に資することを目的とす

る。 

 

Ⅳ  評価者（評価委員会委員名簿） 

氏  名 役  職  等 

原 護 委 員 長  きさらぎ監査法人 顧問 

早 川  源 職務代理 （財）山梨総合研究所 副理事長 

鵜 川 正 樹  青山学院大学大学院特任教授／博士（会計学） 

加 賀 公 英  （株）文理学院 代表取締役理事長 

小 林 孝 次   都留市教育委員会 委員長 
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Ⅴ  評価を実施した時期 

      平成 26 年 7 月 1 日～平成 26 年 8 月 29 日 

 

Ⅵ  評価方法の概要 

 １ 評価の実施に関する定め 

   公立大学法人都留文科大学の業務の実績に関する評価の実施要領（平成 22 年 1 月 27

日都留市公立大学法人評価委員会決定）及び公立大学法人都留文科大学 第 1 期中期目

標期間における中間評価実施要領（平成 26 年 8 月 5 日 都留市公立大学法人評価委員会

決定） 

 ２ 評価の手法 

  （１）大項目評価 

  大項目評価は、最小項目別評価を総括し、中期計画の大項目ごとに当該中期目標

期間の法人の業務運営における特徴的な事項、長所、問題点等に関し、評価の目的

を達成するため、説明を付すことが適当と判断した事項、特記することが適当と判

断した事項等について記載する。 

（２）全体評価 

 全体評価は、中期計画全体の進捗状況の評価及び次期中期目標、次期中期計画の

策定の視点等について記述式により評価を行う。 

３ 法人の自己評価の方法（評価項目・評価基準及びその判断の目安の概要）
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  備考 

１ 最小単位別評価における判断の目安 

(1)年度計画が掲げる数値目標が「○○率 100％」であるなど、当該目標の性質上、達成度が目標を

超える余地がない場合には、「達成度が 100％であったときを５」、「達成度が 95％以上 100％未

満であったときを４」、「達成度が90％以上95％未満であったときを３」、「達成度が70％以上90％

未満であったときを２」、「達成度が 70％未満であったときを１」とする。 

(2)年度計画が「○○について検討（取り組む）する」ことを内容とするものである場合には、「当

該検討の結果、他大学の模範となるような優れた効果、効用が発生したときを５」、「当該検討の

結果、何らかの効果、効用が発生したときを４」、「当該検討の結果、期待する結果を得たときを

３」、「期待する結果を得るに至らず引き続き検討段階であるときを２」、「取組みなしを１」とす

る。 

 (3)最小単位別評価の評点うち３以上の評点の占める割合が 90％未満の場合は、一段階下げも可と

す 

  る。 

  4 評価実施の経過 

   ６月３０日  法人から第１期中期目標期間における中間事業評価の提出 

   ８月２５日  都留市公立大学法人評価委員会開催 

   ８月２９日  評価書原案の法人提示 

   ８月２９日  評価書原案に対する法人意見の提出 

   ８月２９日  評価書の確定 

 

Ⅶ  評価の結果 

１ 総合的な評定 

   「中期計画の進捗が順調である」の A 評価 

  【理 由】 

      第 1 期中期目標に係る業務の実績に関する評価は、平成 21 年度から平成 25 年

度までの各事業年度評価に加え、平成 26年度の事業の見込みを加味した評価書と、

法人関係者からヒアリング等に基づき評価を行った。 

     各事業年度の評価については、地方独立行政法人法第 28 条及び公立大学法人都

留文科大学の業務の実績に関する評価の実施要領（平成 22 年 1 月 27 日都留市公立

大学法人評価委員会決定）に基づき評価を行っており、その状況は、平成 21 年度

及び平成 22 年度の評価は、「評定 B」の「中期計画の進捗は概ね順調」であり、平

成 23 年度から平成 25 年度までの評価は、「評定 A」の「中期計画の進捗は順調」

となっている。この評定からは、法人化間もない平成 21 年度及び平成 22 年度の 2
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カ年度は、進捗に遅れが生じたものの、その後 3 カ年は、順調に進捗してきている。

これに平成 26 年度の事業の見込みを考慮した結果、第 1 期中期目標期間における

評価は「中期計画の進捗が順調である」の A 評価が妥当であると判断できた。 

      

２ 評価概要 

 （１）全体的な状況 

     昭和 28 年（1953）に山梨県立臨時教員養成所として設立し、昭和 30 年（1955）

に都留市立都留短期大学、昭和 35 年（1960）に４年制の教員養成系大学として開

学した都留文科大学は、「菁莪育才」（せいがいくさい）の精神のもと、多様な地域

から集う学生たちが、共に「人文科学研究＝人間探求の学問」を学び、地域の教育

や文化、福祉の向上のために貢献するという一貫した教育理念により、多くの有能

な人材を輩出してきており、設立以来、都留市を語るうえで、欠かせないものとな

っている。 

     しかしながら、尐子高齢化に端を発した学生人口の減尐等により、大学間の競争

は激化し、大学が淘汰されていく時代を迎え、迅速に改革を実現し、自主自立的な

大学経営や教育研究活動の活性化を図る必要があることから、平成 21 年 4 月に地

方独立行政法人法を根拠に「公立大学法人 都留文科大学」として新たなスタート

を切った。 

     都留市では、法人設立時に「大学淘汰の時代にあっても存続し、発展し続けるた

めには、学生に選択してもらえる魅力溢れる大学であり続けることが絶対条件であ

り、そのためには、教員養成系大学として、これまで培ったきたブランド力を礎に

新たな時代の要請やニーズに俊敏に対応できるよう、点検と評価を踏まえた不断の

自己改革が可能となる運営体制や組織を構築し、さらなる魅力ある大学づくりに邁

進すること」を基本方針とした６年間に渡る第１期中期目標を策定した。 

     これを受け、法人は期を同じくする中期計画を定め、社会に貢献する人材を全国

に輩出してきたという独自の特性と、恵まれた自然環境、また、開学より、暖かな

関係を築き上げてきた地域の人々とのつながりを有効に活かしながら、順調に運営
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を行ってきた。 

     今回の中間評価については、これまでの取り組みの実績と課題を踏まえ、次期中

期目標及び次期中期計画の策定に向けた指標とすることを目的に評価を行った。特

に、中期計画において評定が「２」以下となっている、「年度計画はやや未達成」

若しくは「年度計画は未達成」の事項のうち、特に課題として明確にすべき事項に

ついて着目し、評価を行うこととした。 

     まず、「アドミッション・ポリシー、教育方針と実践及び成果に関して情報を発す

る大学案内やホームページ等の各種媒体を常に見直し、充実を図り、入試志願者数

4,500 名以上を確保する。【22】」については、オープンキャンパス、高校訪問、出

前講座などの取り組みと合わせ、入試志願者の確保に向けた取り組みを通じ、大学

の魅力を伝える努力がなされている。しかしながら、入学志願者数の目標値に届い

ておらず、その実績も年々減尐しており、厳しい状況である。今後も尐子化による

学生人口の減尐と学生の理系志向の増加傾向が進むことが予想されるが、大学に対

するニーズの分析に努め、入学志願者の確保に向けた積極的な対策を図る必要があ

る。 

     次に、「卒業生・雇用先の就職後の意識調査等の実態調査を計画的に行い、その結

果を分析し、今後の大学運営に反映していく。【65】」及び「卒業生の就職後の意識

調査等を通して、教育の成果や効果を明らかにし、今後の取り組みに活用する。

【77】」についてであるが、学生の就職は、大学運営の成果として大きなウエイト

を占め、学生が大学を選ぶ重要な基準となるものである。本学が持つ特性を発揮し

つつも、現状分析を行い、多様化する社会ニーズに対応できるように体制を強化し、

就職率の向上に努めていく必要がある。 

次に、「現行の学外研修制度の見直しを行い、その拡充を図る。【94】」、「教員の

博士学位の取得を奨励する。【95】」、「科学研究費の申請率を高める。【97】【157】」

についてであるが、「研究の質の向上」は、「教員の質の向上」につながり、「教育

の質の向上」につながるものである。さらに、学術や文化の創造と教育の発展は、

研究活動の活性化と社会や地域に貢献するものである。特に、地域を研究対象とし
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た活動は、その成果を地域にフィードバックすることで地域に対する大きな貢献と

なり、期待を寄せるところである。 

また、研究実施体制については、大学創造支援費を設置し、インセンティブ経費

として外部資金獲得者に対し、補助金を交付する仕組みを構築したものの、その申

請率（科学研究費の獲得状況）が目標値を大きく下回っている。科学研究費は、大

学及び教員にとって、メリットが大きいので、更なる奨励、啓発に努める必要があ

る。 

以上が、平成 21 年度～平成 25 年度までの各事業評価及び平成 26 年度の事業実

施見込みを加味した評価を実施した結果、課題として明確化し、次期中期目標及び

中期計画への策定する際に、その検討を図っていくべき項目である。 

その他進捗が見られない項目については、後述する「大項目ごとの状況」におい

て評価を詳細に示したので、併せて検討をお願いする。 

     最後に、都留市の最高規範である「都留市自治基本条例」では、大学の役割とし

て、「市や市民等と連携、協働する中で、大学はその知的資源を最大限に活用し、

都留市のまちづくりに寄与するとともに、市民と学生の交流を積極的に進め、都留

市の活性化に努めること」としている。また、大学の運営は、都留市民の税金を原

資とする運営費交付金によって維持されている。このことを踏まえ、大学は、市民

に支援されていること十分に認識し、これまで以上に地域課題に対して積極的に取

り組み、広く市民に還元することが肝要である。 

     今後とも、学生から選ばれる魅力溢れる大学であり続けるために、より個性的で

魅力的な事業展開を図るとともに理事長、学長のリーダーシップのもと、理事、教

職員等がそれぞれの立場で力を発揮し、発展的に持続していくことを期待する。 
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（２）大項目ごとの状況 

  ① 教育の質の向上に関する事項 

 ア 教育の成果に関する評価 

 イ 教育内容等に関する評価 

 ウ 教育の実施体制等に関する評価 

 エ 学生への支援に関する評価 

 

大項目評点 評点平均値 
小項目評価（中期計画項目数） 

評点 評点別項目数 項目構成比 

a 3.8 

5 点  16  18.8％ 

4 点  44  51.8％ 

3 点  19  22.4％ 

2 点   6   7.1％ 

1 点   0   0.0％ 

合計  85 100.0％ 

    

  ア 教育の成果に関する評価 

 各学科ともアドミッション・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポ

リシーを策定し、具体的な人材育成の目標像を明確にするとともに、体系的・総合的

な教員養成プログラムの開発や全ての学科において教員資格を取得可能とするなど、

本学の強みを活かす取り組みが進められている。また、教育の成果や効果の検証につ

いても、「卒業生調査」を実施しその分析結果を活用するとともに、懸案であった GPA

制度も平成 26 年度入学生から導入することになり、教育の質の向上に向けた取り組み

も中期計画を達成できる見込みである。 

 本学の最たる評価項目であり、最も注力すべき目標である教員就職者数は、一時期

年度目標値を下回っていたが、キャリア支援センターの創設等、全学的な取り組みに

より順調に改善されており、最終年度である平成 26 年度には目標値を上回ることも見

込まれる。 

 中学校 1 種（理科）免許課程認定申請の取り下げについては残念な結果ではあるが、

これを糧に今後、特別支援学校教員免許課程申請並びに小学校英語のカリキュラム開

発に向けて調査・研究を行うことを期待する。 
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  （学士課程） 

    （ア）共通教育 

       共通教育３ポリシーのもと、カリキュラムを柔軟に見直し、英語教育のレベ

ル別クラス編成や TOEIC IP テストの受験奨励、さらに ICT の進歩に対応す

る学術情報リテラシー教育の実施など、大学での学習や研究に必要な基礎的教

養習得についての方策が講じられている。 

    （イ）専門教育 

 各学科においては、3 ポリシーを決定し、具体的な人材育成の目標像を明示す

るとともに、その実現に向け、教養教育及び専門科目並びに教員養成カリキュ

ラム「教職に関する科目」の改定が行われ、平成 25 年度から実施されている。 

  （専攻科） 

    現職教員及び教員ＯＢにより学校教育学を中心に教育現場の課題に対する研究が行 

われている。教員就職率は、臨時採用も含めるとほぼ例年 100％と目標を達成してい

る。また、卒業生全員に授業内容に関する聞き取りアンケート調査が実施され、その

分析も行われている。 

  （修士課程） 

 大学院生基礎データ調査を実施し、実習科目、留学や研究生制度などのニーズを把

握し、多様な教育研究形態を提供し、理論と実践が結び付き、教育現場に必要な能力

を養うことができている。 

 

  イ 教育内容等に関する評価 

   （入学者選抜） 

    オープンキャンパスの参加高校生数の確保や高校訪問、出前講座、学生メッセンジ

ャーなど幅広い取り組みを通じ、都留文科大学の魅力を県内外の受験生に伝える努力

は、大いに評価できるところであるが、目的とする志願者数の増加には結びついてい

ない。それらの成果を志願者数の増加に結びつけるため、大学に対するニーズを分析

するなど入学志願者減尐の原因を解明するとともに、魅力ある大学づくりに向け積極
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的な対策を図る必要がある。 

   （学士課程） 

    （ア）教育課程 

       ３つのポリシーが策定、見直しも行われており、その結果を踏まえ、学部教

養教育、各学科専門科目、「教職に関する科目」のカリキュラムも改訂している。 

       学生に選ばれる魅力ある大学としての一つの要素でもある就職率の向上のた

め、１年次から４年次にわたる計画的なキャリア教育の充実に努めているが、

社会の動向を注視しつつ、学生のニーズを十分に反映し、就職率の向上に確実

につなげる取り組みを進める必要がある。 

    （イ）教育方法 

       フィールドワークなどの体験型授業や参加型授業を拡大し、学習・研究課題を

自ら設定し、学習・研究の方法論を身につけられるようなカリキュラムを編成し

ている。また、SAT や地域型フィールドワークの実施など地域社会との連携を有

効活用できる教育方法の開発に積極的に取り組んでいる。 

   （専攻科） 

    （ア）教育課程 

 教育現場の実情を常に把握し、学校教育とその実践をめぐる問題をより広い

視野から研究できるよう「学校教育参加」として小中学校など学校現場での交

流や見学等を実施している。 

    （イ）教育方法 

       学校教育学を中心とした教育実践の研究を基軸に据え、専攻科生の学習意欲

を高めるため、現職教員等を講師に迎え、教育現場の課題を積極的に授業で取

り上げている。 

   （修士課程） 

    （ア）教育課程 

       大学院生の進路希望等に応じ、履修科目群の設定や履修方法について各専攻

の独自性をもたせながら、常にカリキュラムを改善している。また、現職教員
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に対するカリキュラムについては、主に実践的課題に対応できうる科目を設置

するとともに、受講しやすい工夫を凝らしている。 

    （イ）教育方法 

       大学院生基礎データ調査を実施し、研究分野や取得希望免許を把握し、その

上で実習科目、留学や研究生制度を整え、学生の希望に応える教育研究形態を

提供している。 

 

   ウ 教育の実施体制等に関する評価 

    （ア）教職員の配置 

 教員配置計画が策定され、これに基づき公募にて教員採用が実施されている。

また、特任教員の採用など、外部から教育・研究また大学の業務運営に必要な

任期付教員の採用を実施している。 

    （イ）教育環境の整備 

       中期計画期間中の施設整備計画に基づき計画的に施設整備を行うとともに、

新たな大学施設整備計画の策定に取り組んでいる。また、図書館・情報センタ

ーのソフト整備や教育研究成果物の保管発信等を行う機関リポジトリの構築、

学生と地域の人々は共に学ぶ場の提供や外国語教育センターの充実にも取り組

んでいる。 

    （ウ）教育の質の改善 

       「授業の工夫」アンケートを実施し、その結果をその授業内容、形態、方法

の改善に活用し、ＦＤ研修を行い、教育の質の向上に努めている。また、ディ

プロマ・ポリシーを平成 22 年度に決定し、平成 24 年度にプロジェクト C(カリ

キュラム改定)において見直しを行い、H25 年度に再度確定・公表した。さらに、

各種会議等への参加により、教育関係機関、教育関係者との連携を図り、学校

現場で抱える課題を捉えている。 

    （エ）教育研究システムの改善 

       学生の授業評価アンケートを実施するとともに、外部評価として平成 22 年
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度に続く2回目の大学基準協会による認証評価を前倒しにより平成26年度に受

けるため、自己点検を実施し、認証評価申請を行った。 

   

   エ 学生への支援に関する評価 

    （ア）生活相談、学習相談等 

       学生からの意見収集を行うことにより要望等を把握するとともに、相談員の

増員や保健管理室のセンター化など、学生が大学生活を豊かに送ることができ

るように学生相談体制の充実を図っている。また、1,2 年生は担任制により、3,4

年生は卒論指導教員が対応するなど、個別指導を行う体制が確立されている。 

    （イ）就職支援等 

       キャリア支援センターの創設、キャリア相談専門職員や就職アドバイザーを

採用することにより相談体制を強化するとともに、後援会からの資金援助や同

窓会による教員採用試験対策や講演会からの就職支援補助など、全国で活躍す

る卒業生を巻き込んだ取り組みを実施している。しかしながら、就職率につい

ては、雇用情勢の悪化等により、全国的に学生の就職状況は厳しいものとなっ

ている。 

    （ウ）経済的支援 

       平成 26 年度から自前の奨学金として「給付型奨学金・奨励金」を創設し、

学生への経済的な支援体制を強化している。また、東日本大震災被災受験生へ

の減免などのほか、平成 25 年度から 3％の授業料免除枠を超えて、減免の必要

な学生に対し、減免を認めるなど、学生への経済的支援体制の強化を図ってい

る。 

    （エ）社会人・留学生等の支援 

 社会人学生については、教務相談員、教務担当、保健センター学生相談員、

学生担当で連携し支援を行っている。外国人留学生に対しては、宿舎の斡旋・

管理、備品貸与、歓迎会・送別会、スピーチ会を実施するなどきめ細かいサポ

ート体制を整備している。 
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    （オ）課外活動支援 

       課外活動等の支援策として、平成 21 年度から「学生チャレンジプロジェク

ト」 を制度化し助成金を交付している。また、全国大会等で活躍した学生に

対する大学後援会からの賞金授与や学長表彰を実施している。 

 以下に掲げる項目の進捗はやや遅れているため、迅速に実施されたい。 

 ・アドミッション・ポリシー、教育方針と実践及び成果に関して情報を発する大学案

内やホームページ等の各種媒体を常に見直し、充実を図り、入試志願者数 4,500 名

以上を確保する。【22】 

 ・学生の支援体制については、様々な状況に応じ、きめ細かな対応ができるよう、専

門職員等の配置を充実する。【51】 

 ・学生の学習意欲を高める成績評価システムを構築する。【63】 

 ・卒業生・雇用先の就職後の意識調査（教員であれば現状の問題等）等の実態調査を

計画的に行い、その成果を教育に反映するためのシステム構築を図る。【65】 

 ・不登校学生への対応を幅広く検討し、カウンセリング職員など適切な人材確保に努

めるとともに、学生生活における諸問題の解決に向け早期に対応できる体制を整え

る。【68】 

 ・卒業生の就職後の意識調査（教員であれば現状の問題等）等を通して、教育の成果

や効果を明らかにし、今後の取り組みに活用する。【77】 
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② 研究の質の向上に関する事項 

 ア 研究水準及び研究の成果等に関する評価 

 イ 研究実施体制等の整備に関する評価 

 

大項目評点 評点平均値 
小項目評価 

評点 評点別項目数 項目構成比 

b 3.5 

5 点  3  20.0％ 

4 点  6  40.0％ 

3 点  3  20.0％ 

2 点  2  13.3％ 

1 点  1   6.7％ 

合計 15 100.0％ 

  ※「最小単位別評価の評点平均値」が 3.5 ではあるが、「3 点以上の評点が占める割合」 

  については 80.0％で 90％未満であるため、評定を１段階引き下げ「ｂ評価」とした。 

 

  ア 研究水準及び研究の成果等に関する評価 

     学術や文化の創造と教育の発展に貢献するため、学術研究費等交付金や各種助成金

を通じて、学科の特性を生かした先進的・創造的な研究課題に対し支援を行い、研究

活動を活性化するとともに、地域研究などの分野について重点研究領域の設定や産学

公連携を促進している。 

 

  イ 研究実施体制等の整備に関する評価 

     旧学外研修制度の見直しを行った。また、大学創造支援費を設置し、インセンテ

ィブ経費として外部資金獲得者に対して、大学独自の補助金を交付する仕組みを構

築し、外部資金を活用した研究活動を奨励しているが、科学研究費の獲得状況は芳

しくない。科学研究費は、大学にとっても教員にとってもメリットが大きいので、

さらに奨励・啓発に努め、教員の意欲を促されたい。 

 以下に掲げる項目の進捗はやや遅れているため、迅速に実施されたい。 

 ・現行の学外研修制度の見直しを行い、その拡充を図る。【94】 

 ・教員の博士学位の取得を奨励する。【95】 

 ・科学研究費の申請率を高める。【97】 
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③ 地域社会への貢献に関する事項 

 ア「教育首都つる」の推進に関する評価 

 イ 教育機関との連携に関する評価 

 ウ 地域社会との連携に関する評価 

 エ 国際交流の推進に関する評価 

 

大項目評点 評点平均値 
小項目評価 

評点 評点別項目数 項目構成比 

a 4.0 

5 点  5  23.8％ 

4 点 12  57.1％ 

3 点  3  14.3％ 

2 点  1   4.8％ 

1 点  0   0.0％ 

合計 21 100.0％ 

 

  ア 「教育首都つる」の推進に関する評価 

     COC 事業の推進や地域交流研究センターのサテライトの設置など、地域との共同 

的な研究・教育や連携・協力した活動を進める中、その成果について広く地域社会

へ還元している。 

 

    イ 教育機関との連携に関する評価 

    （ア）学生アシスタント・ティーチャー・プログラム等 

      大学の特色となっている SAT（学生アシスタントティーチャー）の派遣につ

いては、各年度とも目標値を上回って実施している。今後とも、本成果を学生の

効果的な実習の場として、また、地域における教育の充実に向け、継続して取り

組むことに期待する。また、地域における教育の充実に向け、現職教員を対象と

した公開講座の開催や地域教育フォーラムへ参加、地域教育相談や出前講座など、

積極的に取り組んでいる。 

    （イ）教員免許更新制 
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       土曜日と日曜日に開講しており、小中学校、高校等の教員から好評を得ている。 

    ウ 地域社会との連携に関する評価 

    （ア）公開講座等の開催 

      市民を対象とした生涯学習機会の提供を目的とした県民コミュニティカレッ

ジや市民公開講座の開催、大学施設の市民開放、図書館における学外者への図書

貸し出し、ＴＯＥＩＣ公開テストの実施などの施設設備等の開放など、幅広い層

を対象に積極的に生涯学習機会を提供している。また、市民科目等履修生や市民

聴講生の受入れも市民に周知しており、その実績も上がっている。 

   （イ）まちづくり事業等 

      大学と地域の連携拠点については、平成 25 年度に市まちづくり交流センター

内に地域交流研究センターのサテライトを整備し、市民と学生との交流を深める

取り組みを実践している。また、市が設置する各種委員会等への参加により、ま

ちづくり事業へ積極的に参画している。 

 

    エ 国際交流の推進に関する評価 

      国際交流・語学研修室の活動の充実を図るため、日本語特任教授及び有期雇用職

員を採用するなどのマンパワーの確保や新たな提携先の確保に努めているが、東日

本大震災の影響なのか、アメリカ、カナダの大学との交換留学等プログラムは低迷

している。 

 以下に掲げる項目の進捗はやや遅れているため、迅速に実施されたい。 

 ・地域イントラネットを活用した小学校、中学校、高校との遠隔授業の充実に努める。 

【106】 
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④ 業務運営体制の改善及び効率化に関する事項 

 ア 運営体制の改善に関する評価 

 イ 教育組織の見直しに関する評価 

 ウ 人事の適正化に関する評価 

 エ 事務等の効率化・合理化に関する評価 

 

大項目評点 評点平均値 
小項目評価 

評点 評点別項目数 項目構成比 

a 4.0 

5 点 11  34.4％ 

4 点 11  34.4％ 

3 点 10  31.3％ 

2 点  0   0.0％ 

1 点  0   0.0％ 

合計 32 100.0％ 

 

  ア 運営体制の改善に関する評価 

     （ア）運営体制の構築 

        理事長・学長のリーダーシップを発揮するための機能的組織の構築として、法

人組織に、理事会、経営審議会、教育研究審議会、常任理事会、法人連絡会議等

を設置し、理事長・学長を補佐する体制が整っている。また、教育研究審議会規

程及び教授会規程を制定し、随時見直している。 

    （イ）運営組織の整備 

       平成 21 年度において、理事会、経営審議会、教育研究審議会、常任理事会、

大学運営会議、法人連絡会議、経営企画室、評価室、監査室を設置済。 

    （ウ）学内外意見の反映 

   学外理事、顧問、学外経営審議会委員、学外教育研究審議会委員の任命、市

議会との意見交換会の開催などにより、学外の有識者の知識、経験を大学運営に

活かしている。 

    （エ）内部監査機能の充実 

       監査室を設置し、監査計画に基づき監査を実施している。本学は、政令で定め
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る基準に達しない小規模な法人のため、会計監査人による監査は受けなくてよい

が、会計業務に関する指導・助言について、監査法人(トーマツ)に業務を委託し、

会計業務の質の向上を図っている。 

 

  イ 教育組織の見直しに関する評価 

    大学の今後の方向性検討のための調査結果を受けて、「大学の今後の在り方検討委

員会」からの答申に対する具体案を検討している。また、キャリアサポート室をセン

ター化するとともに、外国語教育研究センターと国際交流・語学研修室を統合し、国

際交流センターを発足させ、平成 26 年 4 月からは教員養成を全学的な立場で運営・

推進するため、教職支援センターを設置した。 

 

    ウ 人事の適正化に関する評価 

    （ア）人事計画 

       毎年度、人事配置計画を策定し、理事長及び学長のリーダーシップのもと職

員の人事配置を行っている。 

    （イ）教員の人事 

       教育研究を活性化させるため、採用に関する諸条件を適切に勘案した公募制を

原則とした教員選考を行っている。また、特任教員に関する規程を整備し、平成

22 年度から専門性を持った人材の任期付採用を実施するなど、雇用形態の多様

化を図っている。 

   （ウ）職員の人事 

      市と協議しながら、採用又は市職員からの切替により、計画的に大学固有の職

員を採用し、市からの派遣職員を段階的に縮小させている。 

   （エ）教職員の給与制度 

      教職員の業績評価については大学ホームページ上の教員紹介ページに教育、研

究業績一覧を公開しているが、給与へ反映するまでには至っていない。 

   （オ）活気溢れる職場づくり 
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      就業規則、給与規程等関係法令に基づく規程が整備されている。 

   （カ）健康安全管理 

      学生定期健康診断及び職員健康診断を実施しているが、学生及び教員の受診率

が伸びていない。 

 

  エ 事務の効率化･合理化に関する評価 

     事務職員の専門性を高めるため、ＳＤ活動の一環として様々な研修を開催すると

ともに、関係団体等への研修会に積極的に参加している。また、法人への経営企画

室、監査室、評価室の設置、キャリアサポート室のセンター化及び財務担当の見直

しなど、随時事務組織の見直しを行い、大学運営の向上に努めている。 

     業務方法手順書の作成や事務処理用高等の WEB 化などの事務内容の「見える化」

により、誰が担当者となっても一定水準の業務（サービスの提供）ができるよう取

り組んでいる。 
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  ⑤ 財務内容の改善に関する事項 

 ア 運営費交付金に関する評価 

 イ 自己収入の増加に関する評価 

 ウ 経費の抑制に関する評価 

 エ 資産の運用管理の改善に関する評価 

 オ 剰余金の適切な活用に関する評価 

 

大項目評点 評点平均値 
小項目評価 

評点 評点別項目数 項目構成比 

b 3.4 

5 点  1   7.1％ 

4 点  5  35.7％ 

3 点  7  50.0％ 

2 点  1   7.1％ 

1 点  0   0.0％ 

合計 14 100.0％ 

  

   ア 運営費交付金に関する評価 

     運営費交付金の範囲内で、自主的、自律的な運営が行われている。また、市長が

認める経営努力等により生じたと認められる分について、法人の戦略的な事業展開や

教職員の意識改革を図ることに活用している。  

 

   イ 自己収入の増加に関する評価  

  学生納付金については、社会情勢や他学状況等も見定めつつ、適切な料金を検討

した結果、現状維持としている。 

     教員の科学研究費の申請率を高めるため、インセンティブ経費を設けるとともに、

説明会の開催や申請奨励の周知を行っているが、申請率は低い。科学研究費の獲得は、

大学にとっても教員にとってもメリットが大きいので、さらに奨励・啓発に努め、教

員の意欲を促したい。 

 

  ウ 経費の抑制に関する評価 
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  物品の購入、役務及び工事請負の業者選定にあたっては、可能な限り、入札若し

くは見積競争に付し経費の削減を行っている。 

 

  エ 資産の運用管理に関する評価 

    知的資源、学内施設・設備等の活用を進めている。また、資金運用については、

状況を勘案しながら、定期預金の増額等により安全かつ効率的な運用を行っている。 

 

  オ 剰余金の適切な活用に関する評価 

    剰余金については、東日本大震災被災学生への特別奨学金制度の創設、防災対策

等に活用するとともに、次年度実施予定事業の前倒しに活用している。 

 以下に掲げる項目の進捗はやや遅れているため、迅速に実施されたい。 

 ・科学研究費の申請率を高める。【157】 
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  ⑥ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する事項 

大項目評点 評点平均値 
小項目評価 

評点 評点別項目数 項目構成比 

a 3.5 

5 点  0   0.0％ 

4 点  2  50.0％ 

3 点  2  50.0％ 

2 点  0   0.0％ 

1 点  0   0.0％ 

合計  4 100.0％ 

 

     大学基準協会による認証評価を実施し、平成 22 年度末に大学基準適合証を受けて

いるが、評価認証を前倒しすべく、平成 26 年度の認証評価機関による評価に対応す

るための学内体制を整備しながら、評価に向けた準備を進めている。 
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  ⑦ その他業務運営に関する重要事項 

 ア 施設整備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

 イ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

 ウ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 

 エ 環境への配慮に関する目標を達成するための措置 

 

大項目評点 評点平均値 
小項目評価 

評点 評点別項目数 項目構成比 

b 3.7 

5 点  3  15.8％ 

4 点 10  52.6％ 

3 点  4  21.1％ 

2 点  2  10.5％ 

1 点  0   0.0％ 

合計 19 100.0％ 

  ※「最小単位別評価の評点平均値」が 3.5 以上ではあるが、「3 点以上の評点が占める割合」 

     については 89.5％で 90％未満であるため、評定を１段階引き下げ「ｂ評価」とした。 

 

  ア 施設設備の整備・活用に関する評価 

     施設整備計画を策定し、計画的な施設設備の整備・改修を行っており、新たな「大

学施設整備計画」の策定にも着手している。また、図書館前ビオトープの活用した

市民対象の観察会の実施など大学の特色となる地域貢献に結び付けたキャンパス

づくりに努めている。 

 

  イ 安全管理に関する評価 

 防災行動マニュアル及びハザードマップを作成するとともに、防災訓練やＡＥＤ

講習を実施するなど、危機管理に対応するための全学的な体制強化を図っている。 

 

  ウ 情報公開等の推進に関する評価 

    （ア）情報公開 

       市の条例に準じた情報公開規程を整備し、適切に対応している。また、ホーム

ページの全面更新や英語サイトとブログサイトを立ち上げるなど、情報発信につ
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いては積極的に取り組んでいる。 

    （イ）個人情報 

       個人情報保護基本規程については、市の規程に基づき策定し、、適正な個人情

報の保護及び管理に努めている。  

 

   エ 環境への配慮に関する評価 

  学生卒業時の不用品リサイクル活動の支援については、環境へ配慮した取組とし

て、また、学生の環境に対する意識の向上につながるものとして評価できる。環境教

育が大学の特色の一つであることを広報していくためにも、環境に配慮した取り組み

を実践していくことは重要である。 

 以下に掲げる項目の進捗はやや遅れているため、迅速に実施されたい。 

 ・計画的な施設設備の整備・改修を行う。【174】 

 ・廃棄物削減計画を策定し、効果的に実施する。【188】 
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 ３ 従前の評価結果等の法人の業務運営への活用状況 

    第１期中期目標の中間評価のため該当なし。 

 

 ４ 法人による自己評価結果と異なる評価を行った事項        

第１ 教育の質の向上に関する事項 

（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置 

      №6 ステークホルダー調査の計画的な実施とその分析結果の活用 ４→３ 

   第４ 業務運営体制の改善及び効率化に関する事項 

    （１）運営体制の改善を達成するための措置 

      №122 理事長と学長のリーダーシップが発揮されるよう、機能的な組織を構築 

         する。４ → ５ 

      №126 学長を補佐する体制を整備する。３ → ５ 

  第７ その他業務運営 

   （３）情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置 

     №184 個人情報保護体制を充実する。２ → ３ 

 

Ⅷ  法人に対する勧告 

   なし 

 

Ⅸ  法人からの意見の申し出とその対応 

   平成２６年８月２９日に評価書原案を法人に提示し意見照会を行った結果、同日付けで、

「意見はない」旨回答があったことから、評価書原案を評価書として確定した。 



 

Ⅹ  項目別評価結果総括表 
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